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資料 6. 基本設計概要表（無償資金協力） 

 

１．協力対象事業名 

インド国下痢症研究及びコントロールセンター設立計画 

２．要請の背景(協力の必要性・位置付け) 

(1) インド国の乳幼児死亡率は 1000 人当り 67 人(2003 年 WHO 世界子供白書)である。フィリピン国の

19 人、隣国のスリ・ランカ国の 17 人と比べても非常に高い状況である。 

インド政府は第 10 次５ヵ年国家計画の保健医療分野で、水に起因する急性下痢症疾患による乳

幼児死亡率を下げることを目標に掲げて感染症対策に取り組んでいる。 

(2) インド国の感染症対策は国立コレラ・腸管感染症研究所(NICED)がその中心的研究機関であり、

わが国はインド国からの要請を受けて NICED において下痢症疾患の診断、治療、予防対策の技術

向上のための「新興下痢症対策プロジェクト」(1998 年２月～2003 年１月)を実施した。さらに

新型コレラ菌の出現や薬剤耐性赤痢菌の出現の状況を受けて「下痢症対策プロジェクト(フェー

ズ 2)」(以下、“技プロ・フェーズ 2”という。)を 2003 年７月～2007 年６月の予定で機材の調達

を含む分子生物学的レベルのより精度の高い下痢症診断を行うための技術移転を行っている。 

(3) しかしながら、NICED の既存施設は狭小且つ精度の高い診断を行うことのできる研究所ではない。

技プロ・フェーズ 2で実施予定の分子生物学的レベルの活動を行うためには、新たにその活動を

行うための必要最小限の機能と設備を備えた施設の建設とその活動に必要な機材整備を行う。 

 

３．プロジェクト全体計画概要 

(1) プロジェクト全体計画の目標(裨益対象の範囲及び規模) 

NICED の下痢症対策技術の強化を図ることによってインド国における下痢症疾患による死亡率を

減少させる。 

《裨益対象の範囲及び規模について》 

インド国の乳幼児死亡数を 2007 年までに 1000 人当り 45 人、2012 年までに 28 人に下げる。 

(2) プロジェクト全体計画の成果 

① 分子生物学的診断技術移転を行うための技プロ・フェーズ 2の活動に必要な分子生物学的レ

ベルの診断、研究を行うための施設を建設し機材の整備を行う。 

② 技プロ・フェーズ 2の活動としてウィルス性および寄生虫性下痢症の分子生物学的診断技術

を確立する。 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

ア 本計画で建設される施設と、そこに整備される機材を運用するために研究者及びアシスタン

トなど必要な人員を配置する。 

イ 技プロ・フェーズ 2の活動を行って下痢症診断・鑑別の技術向上を図る。 

 



 

(4) 投入(インプット) 

ア 日本側  ：無償資金協力     21.34 億円 

         ：技プロ・フェーズ 2  3.00 億円   

イ 相手国側 

(ア)必要な人員 

研究者・ｱｼｽﾀﾝﾄ合計 111 名(研究部門：91 名、動物舎：5名、教育訓練部門：7名、 

ｻｰｴｲﾗﾝｽ･ﾈｯﾄﾜｰｸ部門：8名) 

注）上記新研究所の職員のうち 85 名が既存施設と兼務 

(イ) 負担工事費等 

① 敷地内整地・既存施設解体・埋設配管等盛り替え工事 

② ｲﾝﾌﾗ引き込み・接続工事 

③ 駐車場・ﾌｪﾝｽ等外構工事 

④ 家具・什器・備品工事 

⑤ 建設諸申請図書・手数料 

⑥ 既存機材移設工事 

①～⑥の合計  0.22 億円 

(ウ)施設・機材の運営・維持管理に係る経費 

① 光熱・消耗品等を含む施設維持費 

② 機材維持費 

③ 保守契約費 

④ 外部委託費 

①～③の合計  ＝0.56 億円 

(5) 実施体制 

主管官庁： インド国保健家族福祉省(Ministry of Health and Family Welfare) 

実施機関： インド医療評議会(Indian Council of Medical Research)及び国立コレラ・ 

腸管感染症研究所(NationalInstitute of Cholera and Enteric Diseases) 

 

４．無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 

インド国西ベンガル州コルカタ市 

(2) 概要 

技プロ・フェーズ 2の実施に必要な地上 4階建て、延床面積 6,652 ㎡の研究所、その施設からの

廃棄物の焼却施設及び排水処理施設の建設と並びにその活動に必要な機材の調達及び整備。 

(3) 相手国側負担事項 

① 研究所からの廃棄物焼却、排水処理の施設建設のための用地の購入 

② 工事期間中に敷地周辺を通行する人、車両のための仮設道路の提供 

③ 本工事を行うために施工者が必要とする仮設工事用の用地の提供 

 



 

 

(4) 概算事業費 

当該案件の概算事業費は以下のとおり。 

概算事業費 21.56 億円 (無償資金協力 21.34 億円、インド国側負担 0.22 億円) 

(5) 工期 

E/N から最終引渡までの実施工程は以下のとおり。 

① 詳細設計期間    2.0 ヶ月 

② 入札期間         2.5 ヶ月 

③ 施工・調達期間  17.0 ヶ月 

合計           21.5 ヶ月 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

① 本施設の動物舎あるいは研究室等からの臭気・排気が研究所周囲の施設に影響を及ぼさない

計画とする。 

② 研究施設からの廃棄物を焼却する施設からの排気が周囲の施設に影響を及ぼさない計画と

する。 

③ 研究施設からの特殊排水を処理する施設を設置して周囲の施設に影響を及ぼさない計画と

する。 

 

５．外部要因リスク(プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの) 

(1) インド国政府の政策が変わらないこと 

(2) インド国政府と西ベンガル州政府の関係が不安定にならないこと 

(3) 海外からの人材引き抜きなどにより NICED で技術指導を受けた研究者、研修者が大幅に減ったり

しないこと 

(4) ICMR の中での NICED の役割が変わらないこと 

 

６．過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし 

７．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

① NICED における下痢症の分子生物学的鑑別診断数 

 

 2002 年度 2010 年度 

鑑別診断数 938 増加する 

 

 



 

 

② NICED における診断技術の習得者数 

 

 2002 年度 2010 年度 

診断技術習得 

研究者数 
106 増加する 

 

③ NICED における診断血清及び菌株の保管数 

 現在は診断血清及び菌株保管のための施設も設備がないことから保管は行っていない。 

 

 2002 年度 2010 年度 

診断血清保管数 0 2006 年度から保管可能となり、

その数が増加する 

菌株の保管数 0 同 上 

 

(2) その他の成果指標 

① NICED のサーベイランス・ネットワークに加わったセンター数 

② 周辺国からの受け入れも含む研修を受講した国内外研修者数 

 

(3) 評価のタイミング 

事業実施が終了する施設完工および機材据付完了後、2010 年を目処にした事後評価 

 

 



 

資料 7. 参考資料／入手資料リスト 
 
No Date From Category Name of Document Remarks 

1. 2003 NICED 印刷製本 

英文 

NICED, Annual Report 2002-2003 NICED 

年次報告書 

2. 2003 NICED 印刷製本 

英文 

Project For Prevention of Emerging 

Diarrhoeal Diseases, Annual Report 2002-2003 

プロジェクト

方式技術協力

年次報告書 

3. 2003 NICED 印刷製本 

英文 

Child & Health Care Programme 

Immunization Strengthening Project, 

Training Module for Mid-level Mangers,Ⅰ～

Ⅶ 

予防接種普及

プロジェクト

の中間管理者

向け実習プロ

グラム用マニ

ュアル 

4. 2003.3.9-22 NICED コピー、 

簡易製本、

英文 

JICA/NICED Third Country training Programme 

on Molecular Epidemiology of Diarrhoeal 

Diseases with Special Reference to Cholera, 

Practical manual 

    

JICA 技術協力

に基づく第三

国医療従事者

向け訓練マニ

ュアル 

5. 2001.11.15 NICED コピー、 

簡易製本、

英文 

Orientation Course for Ph.D. Students NICED で実習を

受ける博士課

程学生向けオ

リエンテーシ

ョン本 

6. 

 

2003 ICMR 印刷、 

簡易製本、

英文 

National Institute of Cholera＆Enteric 

Diseases , 

Research Projects 2003-2004 

NICED2003 年度

研究テーマ紀

要集 

7. 1983 Bureau of 

Indian 

Standards 

印刷製本 

英文 

National Building Code of India インド国建築

基準法 

8. 1990 Books-N- 

Books 社刊 

 

印刷製本 

英文 

The Kolkata Municipal Building Rules コルカタ市建

築条例集 

9. 2002 Bureau of 

Indian 

Standards 

コピー 

簡易製本、

英文 

IS1893, Part 1 Criteria for earthquake 

Resistant Design of Buildings- Code of 

Practice (Fifth Revision) 

耐震設計技術

基準 

10. 2000 Bureau of 

Indian 

Standards 

コピー 

簡易製本、

英文 

IS 456, Plain & Reinforced Concrete- Code of 

Practice (Fourth Revision) 

コンクリート

関連技術基準 

11. 1984 Bureau of 

Indian 

Standards 

コピー 

簡易製本、

英文 

IS 800, Code of Practice for General 

construction in Steel (Second Revision) 

鋼構造技術基準

12. 1999,6 月 Bureau of 

Indian 

Standards 

コピー 

簡易製本、

英文 

IS 6533, Part 2 Code of Practice for Design 

and Construction of Steel Chimney, 

Structural Aspect (First Revision) 

インド国煙突

設計施工基準 

13. 2004 Universal  

Low 社刊 

印刷製本 

英文 

The Environmental (Protection) Act, 1986  インド国環境

保護法 

14. 1999,2 月 Confedera-

tion of 

Indian 

Industry  

印刷製本 

英文 

Environmental Legislation In India 

A Guide For Industry & Business 

インド国環境

法関係解説書 
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